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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐光性が良好でかつ、溶媒への溶解性も高い新たなエレクトロウェッティングデ
ィスプレイ（ＥＷＤ）用の色素化合物の提供。
【解決手段】測定周波数１ｋＨｚにおける２２℃での比誘電率が３以下であり、かつ２５
℃における水に対する溶解度は２０ｍｇ／Ｌ以下である溶媒および、下記一般式（１）で
表されるキノフタロン系化合物を含むインク。

（Ｒ１～Ｒ６は夫々独立にＨ、置換／非置換のアルキル基、ハロゲン基又はヒドロキシル
基；Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基；Ｒ７～Ｒ１０は夫々独立にＨ、置
換／アルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２Ｎ
Ｒ１５Ｒ１６基；Ｒ１１～Ｒ１６は置換／非置換の直鎖／分岐アルキル基）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定周波数１ｋＨｚにおける２２℃での比誘電率が３以下であり、かつ２５℃における
水に対する溶解度は２０ｍｇ／Ｌ以下である溶媒および、下記一般式（１）で表されるキ
ノフタロン系化合物を含むインク。
【化１】

（式中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基
、ハロゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基又はヒドロキシル
基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１０は、
それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯ
ＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基を表し、Ｒ１１～Ｒ１６

は、置換基を有していてもよい直鎖もしくは分岐アルキル基を表す。）
【請求項２】
　前記Ｒ１～Ｒ６が、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、
ハロゲン基又はヒドロキシル基であって、前記Ｒ１１～Ｒ１６が、置換基を有していても
よい分岐アルキル基を表す、請求項１に記載のインク。
【請求項３】
　前記Ｒ１～Ｒ６のいずれかがアルキルチオ基、アルキルオキシ基又はアルキルアミノ基
である、請求項１に記載のインク。
【請求項４】
　前記Ｒ２がアルキルチオ基であって、該アルキルチオ基のアルキル部分が、置換基を有
していてもよい炭素数が４以上の分岐アルキルである、請求項３に記載のインク。
【請求項５】
　Ｒ７～Ｒ１０の内少なくとも１つが、ＣＯＯＲ１１基又はＣＯＮＲ１２Ｒ１３基である
、請求項１乃至４のいずれか１項に記載のインク。
【請求項６】
　前記ハロゲン基が臭素原子である、請求項１乃至５のいずれか１項に記載のインク。
【請求項７】
　前記Ｒ１１～Ｒ１６が、炭素数が４以上の置換基を有していてもよい分岐アルキル基で
ある、請求項１乃至６のいずれか１項に記載のインク。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれか１項に記載のインクを含むエレクトロウエッティングディス
プレイ。
【請求項９】
　下記一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物。
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【化２】

（式中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、任意の置換基を有していてもよいアル
キル基、ハロゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基又はヒドロ
キシル基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも一つはヒドロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１

０は、それぞれ独立に水素原子、任意の置換基を有するアルキル基、ＣＯＯＲ１１基、Ｃ
ＯＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基を表すが、Ｒ７～Ｒ１

０の内少なくとも一つはＣＯＯＲ１１基もしくはＣＯＮＲ１２Ｒ１３基を表し、Ｒ１１～
Ｒ１６は、置換基を有していてもよい直鎖もしくは分岐アルキル基を表す。）
【請求項１０】
　前記Ｒ１～Ｒ６が、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、
ハロゲン基又はヒドロキシル基であって、前記Ｒ１１～Ｒ１６が、置換基を有していても
よい炭素数が４以上の分岐アルキル基を表す、請求項９に記載のキノフタロン系化合物。
【請求項１１】
　前記Ｒ１～Ｒ６のいずれかがアルキルチオ基、アルキルオキシ基又はアルキルアミノ基
である、請求項９に記載のキノフタロン系化合物。
【請求項１２】
　前記Ｒ２がアルキルチオ基であって、該アルキルチオ基のアルキル部分が、置換基を有
していてもよい炭素数が４以上の分岐アルキルである、請求項１１に記載のキノフタロン
系化合物。
【請求項１３】
　前記ハロゲン基が臭素原子である、請求項９乃至１２のいずれか１項に記載のキノフタ
ロン系化合物。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、キノフタロン系化合物及びキノフタロン系化合物を含むインクに関し、さら
に詳しくは、特定の化学構造を有するキノフタロン系化合物と、該化合物を含みディスプ
レイ材料又は光シャッター用として有用なインクとに関する。
【背景技術】
【０００２】
　エレクトロウェッティングディスプレイ（以下、ＥＷＤと記載）は、基板上に水性媒体
と油性着色インクの２相で満たされた複数のピクセルを配し、ピクセルごとに電圧印加の
ｏｎ－ｏｆｆによって水性媒体／油性着色インクの界面の親和性を制御し、油性着色イン
クを基板上に展開／凝集させることによって行う画像表示形式である（非特許文献１）。
ＥＷＤに用いられるインクに含まれる色素化合物には、低極性溶媒への高い溶解性および
耐光性等が求められる（特許文献１）。
【０００３】
　上記特許文献１では、感熱転写記録材料として広く知られているアゾ系色素化合物に工
夫を加え、ＥＷＤ用インクの色素化合物としている。
　一方で、感熱転写記録材料としては、アゾ系色素化合物以外にも、キノフタロン系の色
素化合物（特許文献２）等、多くの色素化合物が知られている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２００９／０６３８８０号
【特許文献２】日本国特開平０６－１４５５４０号公報
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】“Ｎａｔｕｒｅ”、（英国）、２００３年、Ｖｏｌ．４２５、ｐ．３８
３－３８５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、本発明者らの検討によると、特許文献１に記載されたＥＷＤ用インクに
用いる色素化合物は未だ耐光性の点で十分ではなく、特許文献２に記載された色素化合物
では、低極性溶媒に対する溶解性が低く、そのまま適用することが困難であることが判っ
た。
　本発明は上記事情を鑑み、耐光性が良好でかつ、溶媒への溶解性も高い新たなＥＷＤ用
の色素化合物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、ＥＷＤ用インクの色素化合物として、キノフタロン系の色素化合物を改
良することにより、高い溶解性と良好な耐光性を兼ね備える化合物を見出し、本発明を完
成するに至った。
　即ち、本発明の要旨は、以下に存する。
（１）測定周波数１ｋＨｚにおける２２℃での比誘電率が３以下であり、かつ２５℃にお
ける水に対する溶解度は２０ｍｇ／Ｌ以下である溶媒および、下記一般式（１）で表され
るキノフタロン系化合物を含むインク。
【０００８】
【化１】

【０００９】
（式中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していても良いアルキル基
、ハロゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基又はヒドロキシル
基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１０は、
それぞれ独立に水素原子、置換基を有していても良いアルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯ
ＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基を表し、Ｒ１１～Ｒ１６

は、置換基を有していても良い直鎖もしくは分岐アルキル基を表す。）
【００１０】
（２）前記Ｒ１～Ｒ６が、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していても良いアルキル
基、ハロゲン基又はヒドロキシル基であって、前記Ｒ１１～Ｒ１６が、置換基を有してい
ても良い分岐アルキル基を表す、（１）に記載のインク。
（３）前記Ｒ１～Ｒ６のいずれかがアルキルチオ基、アルキルオキシ基又はアルキルアミ
ノ基である、（１）に記載のインク。
（４）前記Ｒ２がアルキルチオ基であって、該アルキルチオ基のアルキル部分が、置換基
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を有していても良い炭素数が４以上の分岐アルキルである、（３）に記載のインク。
【００１１】
（５）Ｒ７～Ｒ１０の内少なくとも１つが、ＣＯＯＲ１１基又はＣＯＮＲ１２Ｒ１３基で
ある、（１）乃至（４）のいずれか１に記載のインク。
（６）前記ハロゲン基が臭素原子である、（１）乃至（５）のいずれか１に記載のインク
。
（７）前記Ｒ１１～Ｒ１６が、炭素数が４以上の置換基を有していても良い分岐アルキル
基である、（１）乃至（６）のいずれか１に記載のインク。
（８）（１）乃至（７）のいずれか１に記載のインクを含むエレクトロウエッティングデ
ィスプレイ。
（９）下記一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物。
【００１２】
【化２】

【００１３】
（式中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、任意の置換基を有していても良いアル
キル基、ハロゲン基又はヒドロキシル基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも一つはヒド
ロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ独立に水素原子、任意の置換基を有するア
ルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５

Ｒ１６基を表すが、Ｒ７～Ｒ１０の内少なくとも一つはＣＯＯＲ１１基もしくはＣＯＮＲ
１２Ｒ１３基を表し、Ｒ１１～Ｒ１６は、置換基を有していても良い直鎖もしくは分岐ア
ルキル基を表す。）
【００１４】
（１０）前記Ｒ１～Ｒ６が、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していても良いアルキ
ル基、ハロゲン基又はヒドロキシル基であって、前記Ｒ１１～Ｒ１６が、置換基を有して
いても良い炭素数が４以上の分岐アルキル基を表す、（９）に記載のキノフタロン系化合
物。
（１１）前記Ｒ１～Ｒ６のいずれかがアルキルチオ基、アルキルオキシ基又はアルキルア
ミノ基である、（９）に記載のキノフタロン系化合物。
（１２）前記Ｒ２がアルキルチオ基であって、該アルキルチオ基のアルキル部分が、置換
基を有していても良い炭素数が４以上の分岐アルキルである、（１１）に記載のキノフタ
ロン系化合物。
（１３）前記ハロゲン基が臭素原子である、（９）乃至（１２）のいずれか１に記載のキ
ノフタロン系化合物。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明のキノフタロン系化合物、及び該キノフタロン系化合物を含むインクは、特に低
極性の溶媒への高い溶解性を有し、かつ耐光性に優れるため、ディスプレイ及び光シャッ
ター用に用いられるインクに有用である。ディスプレイとしては、インクを含む表示部位
を有し、表示部位の電圧印加を制御することで画像を表示するディスプレイ、電圧印加に
よって着色状態を変化させることにより画像を表示するディスプレイ、表示部位に電気泳
動粒子又は水性媒体を用いて表示をさせるディスプレイ及びＥＷＤに特に有用である。
【発明を実施するための形態】
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【００１６】
　以下、本発明の実施の形態を具体的に説明するが、本発明は、以下の実施の形態に限定
されるものではなく、その要旨の範囲内で種々に変更して実施することができる。
　本発明のインクは、周波数１ｋＨｚ及び温度２２℃で測定した比誘電率が３．０以下で
あり、かつ２５℃における水に対する溶解度が２０ｍｇ／Ｌ以下である溶媒、及び、下記
一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物を含むインクである。
【００１７】
【化３】

【００１８】
　上記式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していても良い
アルキル基、ハロゲン基又はヒドロキシル基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つは
ヒドロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していて
も良いアルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２

ＮＲ１５Ｒ１６基を表し、Ｒ１１～Ｒ１６は、置換基を有していても良い直鎖もしくは分
岐アルキル基を表す。
【００１９】
　（溶媒）
　本発明のインクが適用されるディスプレイや光シャッターは低極性の溶媒をインクの溶
媒として用いる。本発明のインクは、例えば水層、油層などの層を有し、層の分裂（ｂｒ
ｅａｋ　ｕｐ）又は層の移動（ｍｏｖｅ　ａｓｉｄｅ）に基づいた表示装置に用いること
ができる。表示を鮮明にするためには、インクが含まれる油層が水層と混合せず、安定的
に分裂又は移動することが必要であるため、溶媒は、水との相溶性が低く、低極性である
こと等が求められる。本発明は特定の溶媒とアゾ系化合物をインクに含むことによって、
油層が安定的に分裂又は移動することが可能となる。
【００２０】
　また、溶媒中で電気泳動粒子を用いて表示させる装置において、溶液の誘電率が大きい
と駆動の妨げとなる場合がある。本発明の特定の溶媒とアゾ系化合物を用いることによっ
て、粒子の移動を妨げることなく溶液の着色が可能になる。
　本発明で用いる溶媒は、周波数１ＫＨｚ及び２２℃で測定した比誘電率が３．０以下で
ある。好ましくは２．５以下、より好ましくは２．２以下である。比誘電率の下限は特に
制限されないが、通常１．５以上、好ましくは１．８以上が適当である。溶媒の比誘電率
の測定方法は実施例に示す方法により測定される。また、複数の溶媒を混合してインクの
溶媒として用いる場合、上記比誘電率は、混合した溶媒全体の比誘電率を指す。
【００２１】
　インクが含まれる層の比誘電率が上記範囲にあることで、表示装置が支障なく駆動でき
る傾向にある。例えば、インクが含まれない他の層が、水、塩類溶液など電気導電性又は
有極性などの液体の場合、インクが含まれる層に用いられる溶媒の比誘電率が上記範囲に
あることで、層が混合しない傾向にある。
　本発明における溶媒の比誘電率の測定方法を以下に示す。
【００２２】
　ＬＣＲメータを用いたインピーダンスメーター法により測定する。溶媒を、電極間隔３
０μｍで対向させた平行平板のＩＴＯ電極付きガラス基板で挟持した後、室温（２５℃）
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、測定周波数（１ｋＨｚ）にて、テスト信号電圧０．１Ｖを印加したときの等価並列容量
を測定し、下式による計算で比誘電率を決定する。
　比誘電率＝等価並列容量×電極間隔／電極面積／真空の誘電率（ε０）
　本発明で用いる溶媒は、２５℃における水に対する溶解度が２０ｍｇ／Ｌ以下である。
好ましくは１０ｍｇ／Ｌ以下、より好ましくは５ｍｇ／Ｌ以下である。水に対する溶解度
が上記特定の値以下であることで、例えば油層が水層と混合せず表示装置が支障なく駆動
できる傾向にある。
【００２３】
　本発明に係る溶媒の水に対する溶解度の測定方法は以下の通りである。
　純水３０ｇと溶媒８ｇを１１０ｍｌのバイアル瓶に入れ、２５℃の恒温槽内で２００回
／分で４時間振盪する。振盪後の液を遠心分離し（６０００×ｇ、５分間）、水層をサン
プリングして、溶解している溶媒の濃度をガスクロマトグラフィーで定量する。
　なお、使用されている溶媒種が不明な場合は、質量分析法等によって溶媒種を同定する
ことによって、上記の方法で水に対する溶解度を測定することができる。また、複数の溶
媒を混合して溶媒として用いる場合は、上記水への溶解度は、混合した溶媒全体の溶解度
を指す。
【００２４】
　また、複数の溶媒を混合してインクの溶媒として用いる場合、上記水への溶解度は、混
合した溶媒全体の溶解度を指す。
　本発明の溶媒の沸点は特に限定されないが、１２０℃以上であることが好ましく、１５
０℃以上であることがさらに好ましく、１７０℃以上であることが特に好ましい。また、
３００℃以下であることが好ましい。沸点が高すぎないことで、溶媒の融点および粘度が
高くなり過ぎず、表示装置に用いた際に駆動が円滑になる傾向にある。また、沸点が低す
ぎないことで、揮発し難くなり、安定性及び安全性が得られる傾向にある。
【００２５】
　本発明で用いる溶媒の粘度は、特に限定されないが、溶媒温度が２５℃のときの粘度が
０．１ｍＰａ・ｓ以上であることが好ましい。また、１００００ｍＰａ・ｓ以下であるこ
とが好ましく、１０００ｍＰａ・ｓ以下であることがさらに好ましく、１００ｍＰａ・ｓ
以下であることが特に好ましい。溶媒の粘度が大きすぎないことで、化合物等が溶解し易
く、さらに、表示装置に用いた際に駆動が円滑となる傾向にある。
【００２６】
　溶媒は、単独あるいは混合して用いることができる。具体例としては、炭化水素系溶媒
、フルオロカーボン系溶媒、フッ素系不活性液体及びシリコーンオイル等が挙げられる。
　炭化水素系溶媒としては、例えば、直鎖状又は分岐の脂肪族炭化水素系溶媒、脂環式炭
化水素系溶媒、芳香族炭化水素系溶媒及び石油ナフサなどが挙げられる。
　脂肪族炭化水素系溶媒としては、例えば、ｎ－デカン、イソデカン、デカリン、ノナン
、ドデカン、イソドデカン、テトラデカン、ヘキサデカン、イソアルカン類等が挙げられ
る。
【００２７】
　脂環式炭化水素系溶媒としては、例えば、アイソパーＥ、アイソパーＧ、アイソパーＨ
、アイソパーＬ、アイソパーＭ（登録商標、エクソン・モービル株式会社製）、ＩＰソル
ベント（登録商標、出光石油化学株式会社製）、ソルトール（フィリップス石油株式会社
製）などの市販品が挙げられる。
　芳香族炭化水素系溶媒としては、例えば、アルキルナフタレン及びテトラリン等が挙げ
られる。
【００２８】
　石油ナフサ系溶媒としては、例えば、シェルＳ．Ｂ．Ｒ．、シェルゾール７０、シェル
ゾール７１（シェル石油化学株式会社製）、ペガゾール（エクソン・モービル社製）及び
ハイソゾール（日本石油株式会社製）などが挙げられる。　フルオロカーボン系溶媒とし
ては、主にフッ素置換された炭化水素であり、例えば、Ｃ７Ｆ１６、Ｃ８Ｆ１８などのＣ
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ｎＦ２ｎ＋２で表されるパーフルオロアルカン類が挙げられる。市販品としては、例えば
、フロリナートＰＦ５０８０、フロリナートＰＦ５０７０（住友３Ｍ社製）等が挙げられ
る。
【００２９】
　フッ素系不活性液体としては、例えば、フロリナートＦＣシリーズ（住友３Ｍ社製）等
、フルオロカーボン類としては、例えば、クライトックスＧＰＬシリーズ（登録商標、デ
ュポンジャパンリミテッド社製）、フロン類としては、例えば、ＨＣＦＣ－１４１ｂ（ダ
イキン工業株式会社製）、Ｆ（ＣＦ２）４ＣＨ２ＣＨ２Ｉ、Ｆ（ＣＦ２）６Ｉ等のヨウ素
化フルオロカーボン類としては、例えば、Ｉ－１４２０、Ｉ－１６００（ダイキンファイ
ンケミカル研究所製）等が挙げられる。
【００３０】
　シリコーンオイルとしては、例えば、低粘度の合成ジメチルポリシロキサンが挙げられ
、市販品としては、例えば、ＫＦ９６Ｌ（信越シリコーン製）、ＳＨ２００（東レ・ダウ
コーニング・シリコーン製）等が挙げられる。
　これらの溶媒の内、本発明が適用されるディスプレイの使用において、水層との混合を
防ぐ観点から脂肪族炭化水素系溶媒が好ましく、更に好ましくはテトラデカン、デカリン
又はｎ－デカンであり、特に好ましくはｎ－デカンである。
【００３１】
　また、上記溶媒とは異なる種類の溶媒を含む混合溶媒としてもよいが、その場合、炭化
水素系溶媒、フルオロカーボン系溶媒及びシリコーンオイルからなる群より選ばれた少な
くとも１つを含むことが好ましい。前記好ましい溶媒の含有量は通常、溶媒全体の５０質
量％以上であり、好ましくは７０質量％以上であり、より好ましくは９０質量％以上であ
る。
【００３２】
　本発明において混合溶媒を使用する場合は、溶媒間の相互作用が比較的小さいものとみ
なし、混合溶媒の比誘電率は、混合溶媒を構成する各溶媒の比誘電率に各々の体積分率を
乗じて総計した値で近似することとする。また、同様に、混合溶媒の水に対する溶解度は
、混合溶媒を構成する各溶媒の水に対する溶解度に各々のモル分率を乗じて総計した値で
近似することとする。
【００３３】
　本発明のインクは、上述の特定の溶媒とキノフタロン系化合物とを含むものであり、キ
ノフタロン系化合物および必要に応じて用いるその他の化合物や添加剤等を、溶媒に溶解
することにより得られる。
　ここで、溶解とは、キノフタロン系化合物が溶媒に完全に溶解している必要はなく、キ
ノフタロン系化合物が０．１ミクロン程度のフィルターを通過し、かつ吸光係数が測定可
能な程度の状態であればよく、化合物の微粒子が分散している状態であってもよい。
【００３４】
　（一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物）
　本発明の一般式（１）で表される構造を有するキノフタロン系化合物について以下に説
明する。
【００３５】
【化４】
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【００３６】
（式中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基
、ハロゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基又はヒドロキシル
基を表すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基を表し、Ｒ７～Ｒ１０は、
それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯ
ＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基を表し、Ｒ１１～Ｒ１６

は、置換基を有していてもよい直鎖もしくは分岐アルキル基を表す。）
【００３７】
　＜Ｒ１～Ｒ６＞
　Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、ハロ
ゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基又はヒドロキシル基を表
すが、Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基を表す。また、Ｒ１～Ｒ６のいず
れかは、アルキルチオ基、アルキルオキシ基又はアルキルアミノ基であることが好ましい
。これらの置換基にすることにより、光による分解が抑制されるため、耐光性が向上する
効果が見られる。
【００３８】
　Ｒ１～Ｒ６の置換基を有していてもよいアルキル基としては、直鎖状又は分岐のいずれ
でもよく、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－
ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、２－エチ
ルヘキシル基、等が挙げられる。中でも、置換基を含めた全体の炭素数が１～８であるの
が好ましく、さらには炭素数１～６であるのが好ましい。これは、本発明に使用する溶媒
に対する溶解性を向上させることができるためである。
【００３９】
　置換基としては、ハロゲン基、アルコキシ基、アリール基、シアノ基、アルコキシ基、
アリールオキシ基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシルアミ
ノ基、ジアルキルアミノ基、アルキルアリールアミノ基、ジアリールアミノ基、アルキル
スルホニルアミド基、アリールスルホニルアミド基、トリアルキルシリル基、トリアルコ
キシシリル基、チオアルキル基等が挙げられる。
【００４０】
　上記Ｒ１～Ｒ６のアルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基のアルキル基
としては、直鎖状又は分岐のいずれでもよく、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ
－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｉ－
プロピル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、２－エチルブチル基、イソペンチル基、２－
メチルペンチル基、３－メチルペンチル基、４－メチルペンチル基、２－エチルヘキシル
基、２，２－ジメチルヘキシル基、２－メチルヘプタン基、２－ブチルオクチル基、２－
ヘキシルオクチル基、２－メチルヘキサデシル基、２－ヘキシルデシル基、２－ｎ－オク
チルドデシル基、２－ヘキシルドデシル基、２－ヘプチルウンデシル基、２－メチルヘキ
サデシル基、２－ヘキサデシルオクタデシル基、２－メチルシクロヘキシル基、１－シク
ロヘキシルー１－ブチル基等が挙げられる。中でも置換基部分を含めて炭素数の合計が３
０以下であることが好ましく、２５以下であることがより好ましく、２０以下であること
が最も好ましい。これにより、適切な溶解度を有する化合物を提供することが可能である
。
【００４１】
　また、これらのアルキル基は置換基を有していてもよく、置換基としては、ハロゲン基
、アルコキシ基、アリール基、シアノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルコキシ
カルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシルアミノ基、ジアルキルアミノ基、ア
ルキルアリールアミノ基、ジアリールアミノ基、アルキルスルホニルアミド基、アリール
スルホニルアミド基、トリアルキルシリル基、トリアルコキシシリル基、チオアルキル基
等が挙げられる。
【００４２】
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　Ｒ１～Ｒ６のハロゲン基としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が挙
げられる。最も好ましいのは臭素原子である。これにより、吸収波長のスペクトル形状を
より急峻にできるためである。
　Ｒ１～Ｒ６の内少なくとも１つはヒドロキシル基である。これは、ヒドロキシル基と分
子構造に含まれるケトン基が水素結合を形成することにより、化合物単体および溶液中で
の耐光性が向上するためである。ヒドロキシル基の置換数として、より好ましくは４以下
、さらに好ましくは２以下、最も好ましくは１である。
【００４３】
　特にＲ２は、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、ハロゲン基、アルキル
チオ基、アルキルオキシ基又はアルキルアミノ基のいずれかが好ましく、さらに好ましく
は、水素原子、ハロゲン基、アルキルチオ基、アルキルオキシ基、アルキルアミノ基のい
ずれかであり、より好ましくは水素原子、ハロゲン基、アルキルチオ基のいずれかであり
、最も好ましくはハロゲン基もしくはアルキルチオ基のいずれかである。これらにより、
光分解が抑制され、耐光性が向上する傾向が見られる。
　また、Ｒ２がアルキルチオ基であって、該アルキルチオ基のアルキル部分が、置換基を
有していてもよい炭素数が４以上の分岐アルキルであることが好ましい。
【００４４】
　＜＜Ｒ１～Ｒ６の組み合わせ＞＞
　Ｒ１～Ｒ６の組み合わせとしては、表１及び表２のような組み合わせが考えられる。こ
の中でＥｎｔｒｙ１－０１、１－０２、１－０４、１－０５、１－０９、１－１７、１－
１８、１－２０、１－２１、１－２５、１－３３、１－３４、１－３６、１－３７、１－
４１、１－４９、１－５０、１－５１、１－５７、１－５８、１－５９、１－６５、１－
６６、１－６７が好ましく、Ｅｎｔｒｙ１－０１、１－０５、１－１７、１－２１、１－
３３、１－３７、１－４９、１－５１、１－５９、１－６５、１－６７がより好ましい。
これにより、良好な耐光性と良好な溶解度を両立することが可能となる。
【００４５】
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【表２】

【００４７】
　＜Ｒ７～Ｒ１０＞
　Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、Ｃ
ＯＯＲ１１基、ＣＯＮＲ１２Ｒ１３基、ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基を表
し、Ｒ１１～Ｒ１６は、置換基を有していてもよい直鎖もしくは分岐アルキル基を表す。
　また、Ｒ７～Ｒ１０のうちいずれか１つは、ＣＯＯＲ１１基、ＣＯＮＲ１２Ｒ１３基、
ＳＯ２Ｒ１４基又はＳＯ２ＮＲ１５Ｒ１６基であることが好ましく、より好ましくは、Ｃ
ＯＯＲ１１基又はＣＯＮＲ１２Ｒ１３基である。これにより、分子の電子状態を適切に制
御することができるために、極大吸収波長を適切に調整できるためである。
【００４８】
　Ｒ７～Ｒ１０の置換基を有していてもよいアルキル基としては、直鎖状又は分岐のいず
れでもよく、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ
－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、２－エ
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チルヘキシル基等が挙げられる。上記アルキル基は、無置換であることが好ましい。置換
基を有する場合、その置換基は、ハロゲン基、アルコキシ基、アリール基、シアノ基、ア
リールオキシ基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基等が挙げられる
。中でも炭素数１～８であるのが好ましく、より好ましくは炭素数１～６であるのが好ま
しく、さらに好ましくは炭素数１～４のアルキル基である。
【００４９】
　＜＜Ｒ１１～Ｒ１６＞＞
　Ｒ１１～Ｒ１６は、置換基を有していてもよい直鎖もしくは分岐アルキル基を表すが、
分岐アルキル基であることがより好ましい。直鎖アルキル基の炭素数の上限として、好ま
しくは３０以下、より好ましくは２０以下、さらに好ましくは１５以下であり、最も好ま
しくは１２以下である。これにより、良好な耐光性を有することが可能となる。分岐アル
キルの炭素数の上限として、好ましくは３０以下、より好ましくは２０以下、さらに好ま
しくは１５以下である。また、炭素数の下限として、好ましくは２以上、より好ましくは
３以上、さらに好ましくは４以上、最も好ましくは６以上である。これにより、良好な溶
解度を有することが可能となる。
【００５０】
　また、前記Ｒ１～Ｒ６が、それぞれ独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキ
ル基、ハロゲン基又はヒドロキシル基である場合、即ち、前記Ｒ１～Ｒ６がアルキルチオ
基、アルキルオキシ基及びアルキルアミノ基のいずれも含まない場合は、Ｒ１１～Ｒ１６

は、置換基を有していてもよい分岐アルキル基であることが好ましく、炭素数が４以上で
あることがさらに好ましい。これにより、溶媒との親和性が向上するため、適切な溶解度
を有することが可能である。
【００５１】
　分岐アルキル基の例としては、ｉ－プロピル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、２－エ
チルブチル基、イソペンチル基、２－メチルペンチル基、３－メチルペンチル基、４－メ
チルペンチル基、２－エチルヘキシル基、２，２－ジメチルヘキシル基、２－メチルヘプ
タン基、２－ブチルオクチル基、２－ヘキシルオクチル基、２－メチルヘキサデシル基、
２－ヘキシルデシル基、２－ｎ－オクチルドデシル基、２－ヘキシルドデシル基、２－ヘ
プチルウンデシル基、２－メチルヘキサデシル基、２－ヘキサデシルオクタデシル基、２
－メチルシクロヘキシル基、１－シクロヘキシルー１－ブチル基、が挙げられる。より好
ましくは、２－エチルヘキシル基、２，２－ジメチルヘキシル基、２－メチルヘプタン基
、２－ブチルオクチル基、２－ヘキシルオクチル基、２－メチルヘキサデシル基、２－ヘ
キシルデシル基、２－ｎ－オクチルドデシル基、２－ヘキシルドデシル基、２－ヘプチル
ウンデシル基、２－メチルヘキサデシル基であり、さらに好ましくは、溶解性を良好にす
る観点から、２－エチルヘキシル基、２－ヘキシルオクチル基、２－ヘキシルデシル基、
２－ｎ－オクチルドデシル基である。中でも、置換基を含めた全体の炭素数１～８である
のが好ましく、さらには炭素数１～６であるのが好ましい。これは、本発明に使用する溶
媒に対する溶解性を向上させることができるためである。
【００５２】
　直鎖アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、
ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ
－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシル
基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－イコシル基、等が挙げられる。
　上記直鎖もしくは分岐アルキル基が有していてもよい置換基としては、ハロゲン基、ア
ルコキシ基、アリール基、シアノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルコキシカル
ボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アルキ
ルアリールアミノ基、ジアリールアミノ基、アルキルスルホニルアミド基、アリールスル
ホニルアミド基、トリアルキルシリル基、トリアルコキシシリル基、チオアルキル基等が
挙げられる。
【００５３】
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　＜Ｒ１～Ｒ６およびＲ７～Ｒ１０の組み合わせ＞
　先述したＲ１～Ｒ６およびＲ７～Ｒ１０の組み合わせとしては下記の表３のような組み
合わせが考えられる。この中でＥｎｔｒｙ２－０１、２－０２、２－０７、２－０８、２
－１１、２－１２、２－１７、２－１８、２－２１、２－２２、２－２７、２－２８、２
－３１、２－３２、２－３７、２－３８、２－４１、２－４２、２－４３、２－４４が好
ましく、Ｅｎｔｒｙ２－０７、２－０８、２－１１、２－１２、２－１７、２－１８、２
－２１、２－２２、２－２７、２－２８、２－３１、２－３２、２－４１、２－４２、２
－４３、２－４４がより好ましい。これにより、良好な耐光性と良好な溶解度を両立する
ことが可能となる。なお、Ｒ１～Ｒ６に示す数字は先述の表１及び表２のＥｎｔｒｙに対
応している。
【００５４】



(15) JP 2017-122207 A 2017.7.13

10

20

30

40

50

【表３】

【００５５】
　＜分子量＞
　本発明のキノフタロン系化合物は、置換基を有する場合は置換基を含めて、その分子量
が１５００以下であることが好ましく、１０００以下であることがさらに好ましい。また
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通常４００以上である。分子量が上記範囲にあることで、良好なグラム吸光係数を得るこ
とができる。
【００５６】
　＜一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物の具体例＞
　一般式（１）で示されるキノフタロン系化合物の具体例としては、下記化合物が挙げら
れる。
【００５７】
【化５】
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【００５８】
【化６】

【００５９】
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【化７】

【００６０】
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【化８】

【００６１】
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【化９】

【００６２】
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【００６３】
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【００６４】
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【化１２】

【００６５】
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【化１３】

【００６６】
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【００６７】
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【化１５】

【００６８】
　＜一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物の合成方法＞
　本発明のキノフタロン化合物の製造方法は、特に制限されるものではなく、従来公知の
方法を適宜利用することができる。以下、キノフタロン化合物の製造方法の一実施形態を
記載する。
　まず、下記化学式で示されるように、２－メチルキノリン誘導体とフタル酸無水物誘導
体を反応させることにより、キノフタロン誘導体を合成することができる。
【００６９】
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【化１６】

【００７０】
　キノリン骨格上にハロゲン等を導入する場合、あらかじめキノリン骨格上に導入してお
くことも可能である。また、キノフタロン誘導体を合成後に、ヨウ素、臭素、塩素やＮ－
ブロモスクシンイミド等のハロゲン化試薬を用いて、導入することも可能である。
　キノフタロン誘導体がカルボン酸基を有する場合は、所望のアルコール誘導体、アミン
誘導体を反応させることによりエステル基、アミド基を有する化合物を合成することがで
きる。この方法としては、酸触媒による縮合反応等が挙げられる。また、キノフタロン誘
導体が有するカルボン酸を塩化チオニル等で酸ハライドに変換してから、アルコール誘導
体、アミン誘導体と反応させることもできる。
【００７１】
　＜一般式（１）で表されるキノフタロン系化合物の溶解度＞
　本発明のキノフタロン系化合物は、溶媒への溶解性、特に周波数１ＫＨｚ及び２２℃で
測定した比誘電率が３．０以下かつ２５℃における水に対する溶解度が２０ｍｇ／Ｌ以下
である溶媒への溶解性に優れることを特徴とする。
　本発明のキノフタロン系化合物は、５℃におけるｎ－デカンに対する溶解度が、通常０
．１質量％以上、好ましくは０．５質量％以上、さらに好ましくは１．０質量％以上であ
る。溶解度は高ければ高いほど好ましいが、通常８０質量％以下程度である。溶解度が特
定値以上であることで、ディスプレイなどの表示装置の表示が可能となる場合がある。
【００７２】
　本発明のキノフタロン系化合物の、ｎ－デカンに対する溶解度の測定は、後述する実施
例に記載の方法で測定可能である。
　なお、本発明のキノフタロン系化合物は、ＥＷＤに用いる場合、原理的に水不溶性であ
ることが好ましい。本発明における「水不溶性」とは、２５℃、１気圧の条件下における
水に対する溶解度が、０．１質量％以下、好ましくは０．０１質量％以下であることを指
す。
【００７３】
　また、モル吸光係数は１００００（Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１）以上であることが好ま
しく、１５０００（Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１）以上であることが好ましく、２００００
（Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１）以上であることが表示装置の性能を満たすために特に好ま
しい。
　さらに、本発明のキノフタロン系化合物のｎ－デカン溶液での吸収極大波長におけるモ
ル吸光係数ε（Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１）と、５℃における前記キノフタロン系化合物
のｎ－デカンに対する飽和濃度Ｃ（ｍｏｌ・Ｌ－１）との積εＣの値が、好ましくは１０
０ｃｍ－１以上、さらに好ましくは２００ｃｍ－１以上、より好ましくは４００ｃｍ－１

以上である。εＣ値が高いほど着色性が高いため好ましく、上限は特にないが、通常１０
００００ｃｍ－１以下である。
【００７４】
　（本発明のインクの組成等について）
　本発明のインク中におけるキノフタロン系化合物の濃度については、その目的に応じて
任意の濃度で調製される。例えば、ＥＷＤ用インクの色素として用いる場合、通常１質量
％以上の濃度で、必要とされる濃度に応じて溶媒に希釈して用いられるが、好ましくは３
質量％以上、さらに好ましくは５質量％以上である。また、通常８０質量％以下程度が好
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ましい。
【００７５】
　本発明のインクは上記キノフタロン系化合物を単独で含んでいてもよく、他の化合物を
含む２種以上を任意の組合せ及び比率で含んでいてもよい。
　本発明のキノフタロン系化合物は、溶媒への溶解性に優れ、高い吸光係数を有すること
から、光シャッター用材料、ディスプレイ材料、特にエレクトロウェッティングディスプ
レイ材料、電気泳動法ディスプレイ材料として有用である。
【００７６】
　本発明のインク温度が２５℃時のインク粘度は、通常０．１ｍＰａ・ｓ以上であること
が好ましい。また、１００００ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましく、１０００ｍＰａ・
ｓ以下がさらに好ましく、１００ｍＰａ・ｓ以下であることが特に好ましい。インクの粘
度が大きすぎると、表示装置の駆動に支障をきたす場合がある。
　本発明に係る溶媒と、該溶媒と色素などを含むインクの比誘電率や粘度は、溶媒とイン
クの値の差が小さい方が、表示装置などで用いる際の駆動特性への影響が小さくなり好ま
しい。従って、本発明のインクは、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じて、ま
た各用途に適した任意の添加剤を含んでいてもよいが、溶媒の特性を大きく変化させない
ようにすることが好ましい。
【００７７】
　（本発明のインクに含まれてもよい他の化合物について）
　本発明のインクは、上記キノフタロン系化合物単体で用いてもよく、所望の色調とする
ために他の色素化合物を含んでいてもよい。例えば、本発明のキノフタロン系化合物に、
黄色、赤色、青色、紫色、橙色等の複数の色の化合物を混合して黒色等の各色にしてもよ
い。
【００７８】
　本発明のインクに含まれてもよい他の化合物としては、使用する溶媒に対して溶解性・
分散性を有する化合物の中から、本発明の効果を損なわない範囲で任意に選択することが
可能である。
　本発明のインクをＥＷＤ用に用いる場合、他の化合物としては、任意の化合物を選択し
て用いることができる。例えば、ニトロソ化合物、ニトロ化合物、モノアゾ化合物、ジス
アゾ化合物、トリアゾ化合物、ポリアゾ化合物、スチルベン化合物、カロテノイド化合物
、ジアリールメタン化合物、トリアリールメタン化合物、キサンテン化合物、アクリジン
化合物、キノリン化合物、メチン化合物、チアゾール化合物、イソチアゾール化合物、イ
ンダミン化合物、インドフェノール化合物、アジン化合物、オキサジン化合物、チアジン
化合物、ヘテロ環化合物、硫化染料、ラクトン化合物、ヒドロキシケトン化合物、アミノ
ケトン化合物、アントラキノン化合物、インジゴ化合物、フタロシアニン化合物、ピラゾ
ール系化合物、シアノビニル化合物、天然染料、酸化染料、無機顔料、金属錯体類、カー
ボンブラック等が挙げられる。
【００７９】
　具体的には、例えば、Ｏｉｌ　Ｂｌｕｅ　Ｎ（アルキルアミン置換アントラキノン）、
Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ、Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ、Ｓｕｄａｎ　Ｂｌｕｅ、Ｓｕ
ｄａｎ　Ｒｅｄ、Ｓｕｄａｎ　Ｙｅｌｌｏｗ、Ｓｕｄａｎ　Ｂｌａｃｋ、Ｄｉｓｐｅｒｓ
ｅ　Ｖｉｏｌｅｔ、Ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｒｅｄ、Ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｂｌｕｅ、Ｄｉｓｐ
ｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ等が挙げられる。
　また、本発明のインクは、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じて、また各用
途に適した任意の添加剤を含んでいてもよい。
【００８０】
　（本発明のＥＷＤ）
　＜本発明のＥＷＤの構成＞
　本発明のエレクトロウェッティングディスプレイの構成は、従来公知の構成を適宜採用
すればよい。一例を挙げると以下のとおりである。基板上にＩＴＯ等の透明電極を有し、
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れた部分は本発明のインクを含む着色オイルで満たされており、その上方は水で満たされ
て透明電極が形成された対向基板と貼り合わされている。
【００８１】
　＜本発明のＥＷＤの製造方法＞
　本発明のエレクトロウェッティングディスプレイの製造方法も、従来公知の製造方法を
適宜採用すればよい。一例を挙げると以下のとおりである。スパッタ法で成膜したＩＴＯ
などの透明電極を有する基板上に、適当な樹脂材料を塗布形成後、フォトリソグラフィー
によりパターニングし、疎水性の絶縁膜と隔壁部材を形成する。隔壁で囲まれた部分に本
発明のインクを含む着色した疎水性インクを添加し、さらに親水性液体を添加する。さら
にＩＴＯなどの透明電極を有する対向基板を貼り合わせることにより、ＥＷＤを製造する
。
【実施例】
【００８２】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はその趣旨を超えない限りこ
れら実施例に限定されるものではない。
　［実施例１］
　実施例１に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素１を以下のように合成した
。
【００８３】
【化１７】

【００８４】
　３－ヒドロキシルー２－メチルー４－キノリンカルボン酸（２０．０ｇ）、無水トリメ
リット酸（２０．４ｇ）および１，２，４－トリクロロベンゼン（１９４　ｍＬ）の混合
溶液を１７０℃で３時間加熱撹拌し、さらに２０５℃まで昇温し、１０時間加熱撹拌した
。放冷後に濾過をし、得られた固体をメタノールで洗浄することにより、上記化合物１ａ
（２８．８ｇ）を得た。
【００８５】
【化１８】

【００８６】
　上記化合物１ａ（３３３ｇ）のｏ―ジクロロベンゼン溶液（３２３０ｍＬ）を１２０℃
まで昇温し、撹拌した。臭素（１９２ｇ）を滴下し、そのまま８時間加熱撹拌した。その
後放冷してメタノールを添加し、２時間撹拌した後、濾過をした。メタノールおよび水で
洗浄することにより、上記化合物２（３３５ｇ）を得た。
【００８７】
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【化１９】

【００８８】
　上記化合物２（１０３ｍｇ）のｏ－ジクロロベンゼン（３．５ｍＬ）の混合溶液を７０
℃まで加熱し、塩化チオニル（６５ｍｇ）を添加した。そのまま４時間加熱撹拌し、さら
にジ（２－エチルヘキシル）アミン（２６６ｍｇ）を添加し、２時間加熱撹拌した。放冷
後、水（１０ｍＬ）で３回分液操作を実施し、溶媒を留去した。粗生成物をシリカゲルカ
ラムクロマトグラフィー（ヘキサン／酢酸エチル＝９／１～２／１）にて精製し、得られ
た固体をメタノールにて洗浄した。乾燥することにより、本発明のキノフタロン化合物で
ある上記色素１（４７ｍｇ）を得た。
【００８９】
　［実施例２］
　実施例２に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素２を以下のように合成した
。
【００９０】

【化２０】

【００９１】
　水酸化カルシウム（３．３ｇ)水溶液（１４０ｍＬ）を内温５０℃に加熱し、化合物３
（４．８ｇ）を添加した。８０℃に昇温後、クロロアセトン（３．１ｇ）を添加し、内温
９０℃にて６時間加熱攪拌した。氷冷し、１Ｍ塩酸水溶液を用いてｐＨ＝２．０にした。
濾過をおこない、水で洗浄することにより化合物４（５．０ｇ）を得た。
【００９２】

【化２１】

【００９３】
　化合物４（４．３ｇ）、無水トリメリット酸（３．８ｇ）および１，２，４－トリクロ
ロベンゼン（４０ｍＬ）の混合溶液を１７０℃で１３．５時間加熱撹拌した。放冷後に濾
過をし、得られた固体をメタノールで洗浄することにより、上記化合物１ｂ（５．４ｇ）
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【００９４】
【化２２】

【００９５】
　化合物１ｂ（１．５ｇ）のｏ－ジクロロベンゼン（１３ｍＬ）の混合溶液を７０℃まで
加熱し、塩化チオニル（１．２ｇ）を添加した。そのまま２時間加熱撹拌し、さらにジ（
２－エチルヘキシル）アミン（４．２ｇ）を添加し、１．５時間加熱撹拌した。放冷後、
水で分液操作を実施し、溶媒を留去した。粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィ
ー（ヘキサン／酢酸エチル＝１００／０～５／１）にて精製することにより、本発明のキ
ノフタロン化合物である上記色素２（０．８０ｇ）を得た。
【００９６】
　［実施例３］
　実施例３に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素３を以下のように合成した
。
【００９７】

【化２３】

【００９８】
　化合物５（１．４９ｇ）、炭酸カリウム（２２８ｍｇ）のＮＭＰ混合溶液（２１ｍＬ）
に２－エチル－１－ヘキサンチオール（１．３２ｇ）を添加し、内温８０～８５℃で８時
間加熱撹拌をした。放冷後に、トルエン（２０ｍＬ）および水（２０ｍＬ）を添加し、撹
拌した。トルエン（２０ｍＬ）で１回、水（３０ｍＬ）で３回分液操作をおこない、溶媒
を留去した。得られた粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー（ヘキサン／酢酸
エチル＝３／１～２．５／１）で精製することにより、上記色素３（１．５２ｇ）を得た
。
【００９９】
　［実施例４］
　実施例４に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素４を以下のように合成した
。
【０１００】
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【化２４】

【０１０１】
　化合物５（１．１２ｇ）、炭酸カリウム（１７１ｍｇ）のＮＭＰ溶液（１６　ｍＬ）に
２－オクチル－１－デシルチオール（１．７５ｇ）を添加し、内温８０～８５℃で８時間
加熱撹拌をした。放冷後に、トルエン（２０ｍＬ）および水（２０ｍＬ）を添加し、撹拌
した。水（１５ｍＬ）で３回分液操作をおこない、溶媒を留去した。得られた粗生成物を
シリカゲルカラムクロマトグラフィー(ヘキサンのみ～トルエン／酢酸エチル =２０／１)
で精製することで上記色素４（１．４０ｇ）を得た。
【０１０２】
　［実施例５］
　実施例５に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素５を以下のように合成した
。
【０１０３】

【化２５】

【０１０４】
　化合物２（４．１２ｇ）、炭酸カリウム（７６０ｍｇ）のＮＭＰ混合溶液（７０ｍＬ）
に２－エチル－１－ヘキサンチオール（４．４０ｇ）を添加し、８０～８５℃で１２．５
時間加熱撹拌をした。放冷後に、水（２０ｍＬ）を添加し、１Ｍ塩酸水溶液を用いて、ｐ
Ｈ＝４になるように調整した。その後ろ過をおこない、メタノールで洗浄することで、上
記化合物６（４．２６ｇ）を得た。
【０１０５】
【化２６】

【０１０６】
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　化合物６（１．５ｇ）のｏ－ジクロロベンゼン（１３ｍＬ）の混合溶液を７０℃まで加
熱し、塩化チオニル（１．２ｇ）を添加した。そのまま２時間加熱撹拌し、さらにジ（２
－エチルヘキシル）アミン（４．１ｇ）を添加し、１時間加熱撹拌した。放冷後、水で分
液操作を実施し、溶媒を留去した。粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー（ヘ
キサン／酢酸エチル＝１００／０～５／１）にて精製することにより、本発明のキノフタ
ロン化合物である上記色素５（１．６０ｇ）を得た。
【０１０７】
　［実施例６］
　実施例６に用いた本発明のキノフタロン系化合物である色素６を以下のように合成した
。
【０１０８】
【化２７】

【０１０９】
　上記化合物２（１．２４ｇ）のｏ－ジクロロベンゼン（１０ｍＬ）の混合溶液を７０℃
まで加熱し、塩化チオニル（５３５ｍｇ）を添加した。そのまま４時間加熱撹拌し、さら
に２－ヘキシル－１－デカノール（８７３ｍｇ）を添加し、４時間加熱撹拌した。放冷後
、水（２０ｍＬ）で３回分液操作を実施し、溶媒を留去した。粗生成物をシリカゲルカラ
ムクロマトグラフィー（ヘキサン／酢酸エチル＝１００／０～５／１）にて精製し、得ら
れた固体をメタノールにて洗浄した。乾燥することにより、本発明のキノフタロン化合物
である上記色素６（６５０ｍｇ）を得た。
【０１１０】
　［比較例１］
　比較例１に用いた色素化合物である比較色素１を以下のように合成した。
　実施例１の合成方法において、ジー（２－エチルヘキシル）アミンをジプロピルアミン
に変更した以外は同様の方法を用いて下記の比較色素１を合成した。
【０１１１】

【化２８】

【０１１２】
　［比較例２］
　比較例２に用いたアゾ系色素化合物である比較色素２は、特許文献１の実施例２に相当
するアゾ色素であり、特許文献１に記載の方法で合成した。
【０１１３】
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【化２９】

【０１１４】
　［色素溶液の評価］
　実施例１～６および比較例１で合成した各色素１ｍｇを、ｎ－デカン１００ｍＬに溶解
した。得られた溶液を測定光路長１０ｍｍの石英セルに加え、日立分光光度計Ｕ－４１０
０にて吸収スペクトルの測定を行った。得られたスペクトルから吸収極大波長λｍａｘ［
ｎｍ］とモル吸光係数ε［Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１］を求めた。
【０１１５】
　［飽和濃度の測定］
　各色素のｎ－デカンに対する飽和濃度Ｃを次の通り測定した。
　ｎ－デカンに、実施例１～６および比較例１で合成した各色素をそれぞれ溶解残存分が
生じるまで添加し、３０℃で３０分間超音波処理をした。添加後、それぞれを３０℃で３
０分間超音波処理をした。５℃で２４時間放置後、超小型遠心機を用い、０．１ミクロン
のフィルターで遠心濾過した（遠心力５２００×ｇ）。得られた飽和溶液を適当な濃度に
希釈して、測定光路長１０ｍｍの石英セルを使用して、日立分光光度計Ｕ－４１００にて
吸収スペクトルの測定を行い、吸収極大波長吸収極大波長λｍａｘ［ｎｍ］における吸光
度とあらかじめ測定したモル吸光係数ε［Ｌ・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１］との関係から各化
合物の濃度を求め、飽和濃度Ｃ［ｍｏｌ・Ｌ－１］を計算した。またモル吸光係数ε［Ｌ
・ｍｏｌ－１・ｃｍ－１］と飽和濃度Ｃ［ｍｏｌ・Ｌ－１］の積εＣの値を求めた。評価
結果を表４に示す。
【０１１６】

【表４】

【０１１７】
　表４に示すように、本発明の化合物は低極性溶媒であるデカンに溶解し、モル吸光係数
εとの積εＣは大幅に向上することがわかった。これは、光シャッター用材料、ディスプ
レイ材料、特にエレクトロウェッティングディスプレイ材料、電気泳動法ディスプレイ材
料として有用であることを示している。
【０１１８】
　［耐光性試験］
　実施例１～６および比較例２で合成した各色素化合物を用いて、０．２重量％のｎ－デ
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定用のサンプルをそれぞれ作製した。これらのサンプルに対し、ウェザーメーター（アト
ラス　Ｃｉ４０００）を用いてキセノン光（３４０ｎｍ　０．５５Ｗ／ｍ２放射照度）を
４０時間光照射した。照射中、ウェザーメーターの試験槽内温度を３３℃に保った。各色
素化合物の残存率を下式で算出した。結果を表５に示す。
【０１１９】
【数１】

【０１２０】
【表５】

【０１２１】
　この結果、実施例１～６の色素残存率はいずれも９７％以上と非常に高い数値である一
方、比較例２の色素残存率は９０％であった。すなわち、本発明のキノフタロン化合物は
、従来のアゾ系化合物よりも良好な耐光性を有していることがわかった。
【産業上の利用可能性】
【０１２２】
　本発明のキノフタロン系化合物は、低極性溶媒への溶解性に優れるとともに、優れた耐
光性を有するため、ＥＷＤ等の色素化合物として有用である。
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